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〔論文要旨〕
目　的：保育所における食物アレルギー対応の課題を見出し，栄養士の役割について検討する。
方　法：北海道の認可保育所の給食責任者に対し，食物アレルギー児の実態，食物アレルギーの対応方法，食物

アレルギー対応の実施状況，自らの職務と捉える事項，栄養士による栄養相談の有無について，自記式質問紙調査
を実施し検証した。
結　果：食物アレルギー児の割合や医師診断率，栄養士の配置の有無に施設規模や地域偏在での差がみられた。

食物アレルギーの対応食はほとんどの施設で実施されていたが，対応方法は栄養士の配置の有無により差がみられ
た。食物アレルギー対応の実施状況について因子分析を行った結果，食物アレルギー対応は﹁事故予防対策﹂，﹁除
去食継続の影響への対応﹂の２因子で構成されていた。第１因子﹁事故予防対策﹂の項目は，保護者，保育士，給
食担当者の連携，誤食防止への取り組み，職員間での共通理解の下の対応，食物アレルギー児一人ひとりに合わせ
た対応，第２因子﹁除去食継続の影響への対応﹂の項目は，食物アレルギー児の身体状況の評価，食物アレルギー
児の心理面のケア，除去食と同等の栄養価の献立の提供であった。﹁事故予防対策﹂の項目では実施状況をスコア
化した得点，研究対象者が職務と捉える割合はいずれも高く，﹁除去食継続の影響への対応﹂での項目ではいずれ
も低かった。食物アレルギー対応実施状況は栄養士による栄養相談の有無によって差があった。
考　察：食物アレルギー対応において実施を示す得点の低かった﹁除去食継続の影響への対応﹂は不十分と推察

され，今後の課題と考えられた。さらに，栄養士の対応において効果が示されたため，各保育所に栄養士が配置さ
れ，専門性を活かした対応を行うことが望まれた。
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Ⅰ．は じ め に

近年，食環境，生活環境の変化によりアレルギー疾
患が増加傾向にある1）。全国調査によると，保育所の
食物アレルギー児の割合は4.0％であり，年齢が低い
ほどその割合は高い傾向にある2）。食物アレルギー児
の10％程度にアナフィラキシーショックを起こす危険
性があると言われており3），命を守る観点からも慎重

な対応が要求される。﹁保育所におけるアレルギー対
応ガイドライン（2019年改訂版）﹂4）において，食物
アレルギー対応の原則（除去食の考え方等）では，﹁食
物アレルギーのない子どもと変わらない安全・安心な
保育所生活を送ることができること﹂と述べられてお
り，献立を作成する際の注意点として，主菜に鶏卵，
牛乳，小麦を使用する場合は代替献立を意識すること
を提言している。実際，除去食対応を87.2％，代替食
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対応を65.4％と，約６割以上の保育所では食物アレル
ギー対応を行っているとの報告がある5）。しかしこれ
らの対応において多くの保育所で混乱が生じ，厚生労
働省が実施した調査では，保育所の約３割で誤配・誤
食が発生していたと報告されている2）。

配膳ミス等の事故が多数発生する背景には，食数は
少ないが食種・提供回数が多いこと，対象がアレルギー
や除去食について理解できない０～６歳児であること
等の保育所給食の特徴が影響している。さらに，食物
アレルギーの経過中に耐性の獲得や新規の発症が起こ
ること4）が適切な対応を困難にしている。加えて，食
物アレルギーの正しい診断とされる食物経口負荷試験
が実施できる医療施設は偏在による地域差がある6）等
の理由から，原因食品の特定が困難なため，除去食品
の種類が増える傾向にあることが考えられる。

食物アレルギーの対応について，保育所保育指針7）

では，保育所に栄養士が配置されている場合には，そ
の専門性を活かして対応することが明記されている。
しかしながら，保育所には栄養士の必置義務がなく，
日本保育協会の報告によると，保育所の栄養士配置率
は34.4％である5）。栄養士のいない保育所では，保育士，
調理師が中心となり食物アレルギー対応を行っている
のが現状である。

本稿では，北海道の保育所における食物アレルギー
対応の実態の把握，給食責任者の意識調査を行い，保
育所が抱える食物アレルギー対応の課題を見出すとと
もに，栄養士が関わることの効果について検討するこ
とを目的とした。

Ⅱ．対象と方法

2015年10～11月に，北海道のすべての認可保育所（認
定こども園は除く）831施設の給食責任者を研究対象
者に，自記式質問紙調査票を郵送にて配布，回収した。

１．質問紙の作成方法と構成

ⅰ．給食責任者の業務と食物アレルギー対応の概要

給食責任者の職種，管理栄養士・栄養士（以下，栄
養士）の業務時間，保育所において食物アレルギー対
応食を食べている児童（以下，食物アレルギー児）数，
医師の診断に基づく食物アレルギー児数，食物アレル
ギーの対応方法，代替食に使用される主な食品（以下，
代替食品）3，4），食物アレルギー児の保護者と施設職員
との面談，栄養相談の有無を調査した。

ⅱ．食物アレルギー対応に関する実施状況，食物アレル

ギー対応に関して職務と捉える事項の項目

本項目は，食物アレルギー対応について，実施状
況の評価を行うこと，研究対象者の仕事として捉え
ているか否かの意識を調査することを目的に作成し
た。内容は﹁保育所におけるアレルギー対応ガイド
ライン（2019年改訂版）﹂4）が示す，保育所給食の対
応のポイント，また﹁保育所における食事の提供ガ
イドライン﹂8）が示す，食事の提供の意義を参考に，
保育所が行う食物アレルギー対応として必要だと考え
られる以下の10項目を抽出した。①保護者，保育士，
給食担当者の連携，②食物アレルギー児一人ひとりに
合わせた対応，③食物アレルギー児の対応に関し医療
機関との連携，④食物アレルギー児の保護者へのきめ
細かい対応，⑤除去食と同等の栄養価の献立の提供，
⑥職員間での共通理解の下の対応，⑦食物アレルギー
児の身体状況の評価，⑧食物アレルギー児の心理面の
ケア，⑨食物アレルギーに対する新しい情報の収集，
⑩誤食防止への取り組み。この10項目に対し，実施状
況では５段階評価（高得点ほど適切に実施），また同
じ10項目において，﹁研究対象者の仕事として必要だ
と思う対応﹂について複数選択で回答を得，職務と捉
える事項とした。

２．分析方法と倫理的配慮

統計解析は，食物アレルギー対応の実施状況につい
て，因子分析（主因子法，バリマックス回転）を行い，
因子構造を検討した。因子数は固有値１以上を基準に
決定し，因子負荷量が１つの因子について0.4以上を
示し，かつ２因子にまたがって0.4以上の負荷を示さ
ない項目を選択した。項目の信頼性は，各下位尺度別
にクローンバックのα，I︲R 相関を算出した。下位尺
度間の関連について Pearson の相関係数を算出した。
２群間の比較に対しては Mann︲Whitney の U 検定な
らびにχ2検定を行った。統計解析には，統計解析パッ
ケージ（IBM SPSS Statistics 23）を用い，有意水準５％
とした（両側検定）。本稿は天使大学研究倫理委員会
の承認を得て実施された（承認番号2015︲30）。

Ⅲ．結　　　果

443施設より回答があり（回収率53.3％），うち416
施設（有効回答率50.0％）を分析対象とした。研究対
象者の職種は，管理栄養士13.9％，栄養士40.9％，保
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育士9.9％，調理師18.0％，調理員9.6％，その他7.7％
であった。

１．保育所における食物アレルギー児の実態（食物アレ

ルギー児の人数，医師診断率，食物アレルギー児在籍

率および栄養士の割合，調理従事者数）

回答施設における総園児数は35,741人であった。総
園児数に対する食物アレルギー児の割合は4.5％，医
師の診断に基づく食物アレルギー児の割合は4.0％で
あり，食物アレルギー児のうち，医師により診断され
た割合（以下，医師診断率）は89.4％（2015年度は医
師の指示は任意）であった。全施設のうち食物アレル
ギー児が１人以上在籍する施設の割合（以下，食物ア
レルギー児在籍率）は87.3％であった。

食物アレルギー児割合，医師の診断に基づく食物ア
レルギー児割合，医師診断率，食物アレルギー児在籍
率，栄養士の有無や勤務状況について，保育所の規模
別（60人以下，60～120人，121人以上）に，また，道
央都市圏（札幌市，小樽市，江別市，北広島市，千歳市，
恵庭市，旧石狩市，当別町，南幌町，長沼町の７市３
町）9），道央都市圏以外の２群に分けて，検討を行っ

た。その結果を表１に示す。道央都市圏以外は，施設
規模を問わず食物アレルギー児割合，医師の診断に基
づく食物アレルギー児割合，医師診断率は低く，栄養
士の関わりのある施設は道央都市圏が高かった。栄養
士の１日の勤務時間の平均は450±45分であり，その
うち調理従事業務以外に使用できる時間は204±125分
であった。

２．各施設における食物アレルギーの対応方法（表２）

食物アレルギーへの対応方法は，原因食品を除去
し，代替となるものを補てんして同じ形態とした食
事（以下，代替食）を提供が80.5％，原因食品を除去
し代替食と家庭からの持参を併用が8.4％，原因食品
を除去した食事（以下，除去食）のみで対応が6.7％，
除去食と家庭からの持参を併用が3.4％，すべて家庭
から持参が０％，対応食をしていないが1.0％であっ
た。原因食品を除去し代替食を用意，または原因食品
を除去し代替食の用意と家庭からの持参を併用（以下，
代替食提供施設）は88.9％であり，除去食のみの対応，
または原因食品の除去と家庭からの持参を併用（以下，
除去食実施施設）との合計は99.0％であった。また，

表１　保育所における食物アレルギー児の実態
道央都市圏 道央都市圏以外
施設規模 施設規模

全体
（ｎ＝416）

60人以下
（ｎ＝20）

61～120人
（ｎ＝106）

121人以上
（ｎ＝41）

60人以下
（ｎ＝73）

61～120人
（ｎ＝142）

121人以上
（ｎ＝25）

A．総園児数（人） 35,741 914 9,604 5,699 2,827 12,360 3,551
B．FA児（人） 1,594 39 492 278 97 508 133
C．医師の診断に基づく FA児（人） 1,425 37 464 275 85 396 123
FA児の割合　B/A（%） 4.5 4.3 5.1＊＊＊ 4.9＊＊＊ 3.4 4.1 3.7
医師の診断に基づく FA児の割合
C/A（%） 4.0 4.0 4.8 ＊＊＊ 4.8 ＊＊＊ 3.0 3.2 3.5

医師診断率　C/B（%） 89.4 94.9 94.3＊＊＊ 98.9＊＊＊ 87.6 78.0 92.5
D．全施設数 416 20 106 41 73 142 26
E．FA児が在籍する施設数

（医師の診断のないものも含む） 363 12 103 40 46 130 25

FA児在籍率　E/D （%） 87.3 60.0 97.2 97.6 63.0 91.5 96.2
F．栄養士ありの施設数 228 15 71 26 24 71 14
栄養士ありの割合　F/D（%） 54.8 75.0＊＊ 67.0＊＊ 63.4 32.9 50.0 56.0
栄養士の勤務時間（分） 450±45 450±28 449±45 458±34 456±63 456±79 463±46
栄養士が勤務時間内に調理業務以外
に使用できる時間（分） 204±125 194±106＊＊ 176±132＊ 161±68 359±287 253±188 264±173

園児30人に対する調理従事者の
人数（人） 1.2 1.8 1.2 0.9 1.8 1.3 1.0

χ2検定，Mann︲WhitneyＵ検定，＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.01，＊＊＊ｐ＜0.001
・FA児：食物アレルギー児。
・栄養士あり：管理栄養士 , 栄養士が回答者の施設。
・道央都市圏×道央都市圏以外：記入もれのあった９施設を除く。
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対応を行っていない1.0％の施設については食物アレ
ルギー児がいない施設であった。

また，栄養士の有無別に各対応方法を行っている施
設の割合を比較した結果，栄養士ありの施設では，原
因食品を除去し代替食を提供している割合が有意に高
く，除去食のみで対応は低かった。

３．代替食に使用される主な食品

代替食提供施設数に対する，それぞれの代替食品
を提供する割合を検討した（表３）。鶏卵アレルギー
については，97.0％の施設で鶏卵の代替食品の提供
があり，肉類40.1％，魚介類28.0％での代替が多かっ
た。乳アレルギーについては，91.4％の施設で乳の代
替食品の提供があり，茶類40.6％，豆乳40.2％での代
替が多く，アレルギー用ミルクでの代替は10.1％で

表３　代替食に使用される主な代替食品

鶏卵アレルギー 乳アレルギー 魚アレルギー
（魚全般）

魚アレルギー
（何種類かの魚に限定）

食品名 施設数 （％）
たんぱく
質の充足
率（％）

食品名 施設数 （％）
カルシウ
ムの充足
率（％）

食品名 施設数 （％）
ビタミン
D の充足
率（％）

食品名 施設数 （％）
ビタミン
D の充足
率（％）

提供あり 359 （97.0） 提供あり 338 （91.4） 提供あり 183 （49.5） 提供あり 272 （73.5）
　

肉類 216 （40.1） 166.0 茶類 189 （40.6） 2.0 食べら
れる魚 194 （53.2） 100.0

魚介類 151 （28.0） 153.0 豆乳 187 （40.2） 28.0 肉類 119 （49.2） 0 肉類 89 （24.4） 0

豆類 78 （14.5） 107.0
アレル
ギー用
ミルク

47 （10.1） 49.1 豆類 39 （16.1） 0 豆類 15 （ 4.1） 0

乳類 8 （ 1.5） 70.0 カルシウ
ム製品 10 （ 2.2） 60.0 卵類 17 （ 7.0） 12.0 卵類 7 （ 1.9） 12.0

その他 63 （11.7） その他 15 （ 3.2） 乳類 5 （ 2.1） 5.0 乳類 3 （ 0.8） 5.0

無回答 23 （ 4.2） 無回答 17 （ 3.7） 貝 , 甲
殻類 2 （ 0.8） 0 貝，甲

殻類 4 （ 1.1） 0

その他 17 （ 7.0） その他 14 （ 3.8）
無回答 43 （17.8） 無回答 39 （10.7）

提供なし 11 （ 3.0） 提供なし 32 （ 8.6） 提供なし 187 （50.5） 提供なし 98 （26.5）
・代替食提供施設：原因食品を除去して代替食を提供 , または原因食品を除去して代替食の用意と家庭からの持参を併用と回答した370施設。
・（　）は代替食品の合計に対する当該食品の割合。
・たんぱく質，カルシウム，ビタミンＤの充足率は，原因食品（1回に提供される量）に対する推定充足率を「日本食品標準成分表2015年版（七

訂）」より算出した。また，代替食品は主に保育所で使用される食材を選択した。
・提供は代替食提供施設（370 ヶ所）に対する割合。

表２　食物アレルギーの対応方法

対応方法 全施設数
栄養士の有無

栄養士あり
（ｎ＝228）

栄養士なし
（ｎ＝188）

χ2検定

除去して代替食を提供する施設数（％） 335（80.5） 194 （85.1） 141 （75.0） ＜0.05
食品を除去して代替食の用意と家庭からの
持参を併用する施設数（％） 35（ 8.4） 18 （ 7.9） 17 （ 9.1）

除去食のみで対応する施設数（％） 28（ 6.7） 8 （ 3.5） 20 （10.6） ＜0.01
食品の除去と家庭からの持参を併用する
施設（％） 14（ 3.4） 8 （ 3.5） 6 （ 3.2）

対応食をしていない施設数（％） 4（ 1.0） 0 4 （ 2.1） ＜0.05
すべて家庭から持参の施設数（％） 0 0 0
合計 416（100.0） 228（100.0） 188 （100.0）
・代替食：代替となるものを補てんして同じ料理の形態とした食事。
・除去食：食物アレルギーの原因食品を除去した食事。
・複数回答の場合は対応方法のうち一つを選択し集計を行った。選択の基準は表に示す対応方法の記載

順に施設側の栄養管理ができている対応と判断した。
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あった。また，茶類のみで代替しているのは30.2％で
あった。魚アレルギー（魚全般）については，49.5％
の施設で魚の代替食品の提供があり，肉類49.2％，豆
類16.1％での代替が多く，卵類での代替は7.0％であっ
た。魚アレルギー（何種類かの魚に限定）については，
73.5％の施設で提供があり，食べられる魚53.2％，肉
類24.4％での代替が多かった。

また，代替される主な食品に重視される栄養素の推
定充足率を算出したところ，鶏卵アレルギーについて
はたんぱく質の不足はなかった。乳アレルギーについ
ては茶類や豆乳での対応が80.9％を占め，カルシウム
充足率は2.0％，28.0％と低かった。また，魚全般のア
レルギーについては肉類，豆類での対応が65.3％を占
め，ビタミン D 充足率は０％で，除去食品が数種類
に限定される魚アレルギーの場合は，ほかの魚での対

応の場合の各栄養素充足率は100％であった。この傾
向は肉類・豆類等でも同様の結果であった。

４．食物アレルギー対応に関する実施状況

保育所での食物アレルギー対応10項目の実施状況に
ついて，５段階評価で回答を得た。﹁できている（５点）﹂
～﹁できていない（１点）﹂まで，‘実施できている’
という評価の高い順にスコア化し，各項目について研
究対象者の平均点を算出した（図１）。各項目間の得
点を比較すると，﹁食物アレルギー児一人ひとりに合
わせた対応﹂の実施に関わる評価が最も高く，﹁食物
アレルギー児の対応に関し医療機関との連携﹂に対す
る評価が最も低い結果であった。

前述の結果について因子分析を行った（表４）。そ
の結果，７項目が選出，２因子が抽出された。第１因
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FA児の対応に関し医療機関との連携

除去食と同等の栄養価の献立の提供

FA児の心理面のケア

FAに対する新しい情報の収集

FA児の身体状況の評価

FA児の保護者へのきめ細かい対応

職員間での共通理解の下の対応

保護者,保育士,給食担当者の連携

誤食防止への取り組み

FA児一人ひとりに合わせた対応

できている ややできている
どちらともいえない あまりできていない
できていない

4.68±0.59
（ｎ＝415）

4.60±0.61
（ｎ＝413）

4.59±0.62
（ｎ＝416)

4.54±0.65
（ｎ＝415）

4.24±0.82
（ｎ＝414）

3.96±1.06
（ｎ＝408）

3.94±0.92
（ｎ＝412）

3.93±0.97）
（ｎ＝413）

3.70±1.00
（ｎ＝412）

3.38±1.31
（ｎ＝408）

（FA:食物アレルギー） 

図１　食物アレルギー対応に関する実施状況
416施設を対象（項目により無回答の場合は除外）に，評価の高い順に５～１点と数値化し平均値と標準偏差を示した。
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子は﹁保護者，保育士，給食担当者の連携﹂，﹁誤食防
止への取り組み﹂，﹁職員間での共通理解の下の対応﹂，

﹁食物アレルギー児一人ひとりに合わせた対応﹂の４
項目であり，これを﹁事故予防対策﹂と命名した。第

２因子は﹁食物アレルギー児の身体状況の評価﹂，﹁食
物アレルギー児の心理面のケア﹂，﹁除去食と同等の栄
養価の献立の提供﹂の３項目であり，これを﹁除去食
継続の影響への対応﹂と命名した。また，クロンバッ

表４　食物アレルギー対応に関する因子分析
因子負荷量

第 1 因子 第 2 因子 I︲R 相関 平均点 標準偏差
第 1 因子：事故予防対策（α＝0.79） 4.61 0.48
　保護者，保育士，給食担当者の連携 0.69 0.27 0.62
　誤食防止への取り組み 0.65 0.34 0.59
　職員間での共通理解の下の対応 0.61 0.30 0.62
　FA児一人ひとりに合わせた対応 0.54 0.29 0.54
第 2 因子：除去食継続の影響への対応（α＝0.74） 3.87 0.82
　FA児の身体状況の評価 0.26 0.76 0.62
　FA児の心理面のケア 0.36 0.71 0.65
　除去食と同等の栄養価の献立の提供 0.29 0.45 0.45

因子寄与 2.54 2.21
寄与率 25.42 22.14

因子間相関　第 1 因子 1.00
第 2 因子 0.61 1.00

・因子分析法：主因子法
・回転法：バリマックス回転
・抽出された各因子の項目を太字で表し，網かけ表示にて因子 1，2 の各項目を示す。
・FA：食物アレルギー
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FAに対する新しい情報の収集
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誤食防止への取り組み

職員間での共通理解の下の対応

保護者，保育士，給食担当者の連携

栄養士 調理員 保育士 その他 （FA:食物アレルギー）（n=416）

図２　回答者が食物アレルギー対応に関して職務と捉える事項
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クαは各下位尺度とも0.7以上の内部一貫性がみられ
た。また下位尺度の関連を検討した結果，0.61と有意
な中等度の正の相関を示した。さらに因子分析後の
I︲R 相関を確認したところ，削除すべき項目は認めら
れなかった。

５．食物アレルギー対応に関して職務と捉える事項

食物アレルギー対応について，研究対象者の仕事と
して必要だと思う対応項目を複数回答で選択してもら
い，選択される率の高い項目の順に示した。その結
果，﹁保護者，保育士，給食担当者の連携﹂が96.4％
で最も高く，﹁食物アレルギー児の身体状況の評価﹂
が27.6％で最も低かった（図２）。

６．食物アレルギー児の保護者と施設職員との面談（図３）

食物アレルギー児の保護者と施設職員との食物アレ
ルギー対応の面談について，毎月実施が13.0％，年数
回実施が18.8％，必要な場合のみが63.7％，実施して
いないが4.0％，無回答が0.5％であった。定期的に面
談を行っている施設（毎月または年数回）は31.7％で
あった。また，面談を行っている397施設に対して，
その面談に参加する職種を複数回答で得た結果では，
保育士が圧倒的に多かった。

７．栄養士による栄養相談の有無

栄養士による栄養相談の有無について（回数不問），
﹁あり﹂が49.8％，﹁なし﹂が49.0％，無回答が1.2％であっ
た。

８．食物アレルギー対応の各実施状況の検討（定期的な

面談および栄養相談の有無）

食物アレルギー児の保護者と施設職員との面談につ
いて，実施していない施設と無回答の施設を除外し，
定期的に面談が行われている施設（定期面談群），必
要な場合のみ面談が行われている施設（不定期面談群）
の２群に分け，食物アレルギー対応の実施状況につい
て比較検討を行った。その結果，10項目中﹁保護者，
保育士，給食担当者の連携﹂，﹁食物アレルギー児の保
護者へのきめ細かい対応﹂，﹁食物アレルギーに対する
新しい情報の収集﹂の３項目の実施状況において，両
群の間に有意な差が認められた（表５）。

図３　食物アレルギー児の保護者と施設職員の面談に参
加する職種　

　食物アレルギー児の保護者と施設職員の面談を行っている
397施設を対象とした（複数回答あり）。
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表５　食物アレルギー対応実施スコア
（平均値±標準偏差）

定期 
面談群 

（ n=132）

不定期 
面談群 

（n=265）
p 値

栄養相談
p 値あり

（ n=31）
なし

（ n=103）
FA児一人ひとりに合わせた対応 4.67±0.63 4.68±0.58 ns 4.97±0.18 4.55±0.65 <0.001
誤食防止への取り組み 4.67±0.59 4.68±0.62 ns 4.87±0.43 4.39±0.74 <0.001
保護者，保育士，給食担当者の連携 4.73±0.50 4.56±0.64 0.01 4.87±0.34 4.42±0.67 <0.001
職員間での共通理解の下の対応 4.63±0.56 4.51±0.68 ns 4.87±0.34 4.38±0.74 <0.001
FA児の保護者へのきめ細かい対応 4.44±0.72 4.17±0.85 0.002 4.52±0.72 3.98±0.90 0.002
FA児の身体状況の評価 4.09±0.99 3.92±1.09 ns 4.29±1.04 3.86±1.18 0.048
FAに対する新しい情報の収集 4.12±0.80 3.85±0.97 0.01 4.23±1.04 3.58±0.98 0.001
FA児の心理面のケア 4.03±0.99 3.88±0.96 ns 4.42±0.81 3.79±1.00 0.002
除去食と同等の栄養価の献立の提供 3.68±1.02 3.71±1.01 ns 3.84±1.16 3.58±1.02 ns
FA児の対応に関し医療機関との連携 3.55±1.29 3.33±1.29 ns 3.90±1.19 3.10±1.30 0.002
Mann︲WhitneyＵ検定
・定期面談×不定期面談：食物アレルギー児の保護者と施設職員との面談を行っている397施設を対象。
・栄養相談の有無別：不定期面談群より面談に栄養士が参加しない134施設を対象。
・FA：食物アレルギー。

Presented by Medical*Online



　第80巻　第１号，2021 71　

さらに，不定期面談群より，面談に栄養士が参加し
ない施設を抽出し，栄養相談のある群とない群との間
で，食物アレルギー対応の実施状況について比較検討
を行った。その結果，10項目中９項目において有意な
差が認められた。

Ⅳ．考　　　察

１．保育所の食物アレルギー対応の実態

北海道は，全国の小，中，高等学校を対象に行った
調査において，食物アレルギーの有症率が47都道府県
の中で最も高い10）。本稿の保育所の食物アレルギー児
の割合（4.5％）は，全国調査の4.0％ 2）よりも高かっ
たが，これは道央都市圏に限られ，同圏以外の地域で
は診断率が低く，食物アレルギー児が少ない結果で
あった。

これは，北海道の医療従事者が道央都市圏に集中し
ており，地域偏在が生じていることにより11），道央都
市圏以外の地域で，食物アレルギーの診断を受けられ
ずにいる児童が多いことが一因と推察される。北海道
全域の医療機関が充実し，早期の正しい診断と治療，
管理が行われることで小児期に耐性を獲得し12），小学
生以上の食物アレルギーの有症率減少の一助となる可
能性がある。

対応食については，施設の９割近くで代替食提供が
行われている等，食物アレルギー児の在籍経験のある
すべての施設で何らかの対応が行われていた。しかし
栄養管理の面では２つの課題がある。１つ目は，乳ア
レルギー児におけるカルシウム不足の懸念である。﹁食
物アレルギーの栄養食事指導の手引き2017﹂13）では，
乳製品除去によりカルシウム摂取量が不足すると述べ
られており，アレルギー用ミルク等の食品で補うこと
を推奨しているにもかかわらず，本稿では，アレルギー
用ミルク，カルシウム製品での代替は少なく，茶類，
豆乳での代替が81.0％を占めていた。さらに茶類のみ
で代替している施設もみられた。
２つ目は魚アレルギー児におけるビタミン D 不足

の懸念である。﹁食物アレルギーの栄養食事指導の手
引き2017﹂13）では，魚全般の除去が続く場合は，ビタ
ミン D 不足のリスクが高くなると述べられているが，
本稿では，半数近くの施設で魚全般にアレルギーのあ
る児の受け入れ経験があった。主な代替食品は肉，豆
類であり，鶏卵での代替は多少あるものの，きのこ類，
アレルギー用ミルクを付加している施設はなかった。

原因食品の除去に伴う栄養障害を防ぎ，食物アレル
ギー児が食物アレルギーのない子どもと変わりなく健
全な成長ができるように，乳アレルギー，魚アレルギー
の場合は特に，不足しがちな栄養素のカルシウム，ビ
タミン D を補うことができるようなアレルギー用ミ
ルクの使用，きのこの料理を増やす等の対策が求めら
れる。

２．食物アレルギー対応の課題

食物アレルギー対応10項目に関する実施状況では，
﹁できている﹂，﹁ややできている﹂との回答が，48.0
～97.0％と開きがあった。因子分析の結果，食物アレ
ルギー対応は２因子で構成されていることが示され
た。

第１因子﹁事故予防対策﹂の４項目は実施状況の得
点が高く，研究対象者が食物アレルギー対応に関して
職務と捉える４項目の割合も高いことにより，食物ア
レルギー対応が十分に行われていると推察される。理
由として，2012年12月調布市の市立小学校の児童が，
食物アレルギーによるアナフィラキシーの疑いで亡く
なった事故14）をきっかけに，調布市立学校児童死亡
事故検証委員会より出された，事故防止への提言14）

が影響していることが考えられ，誤食防止の体制作
りが強化されていると推察される。しかし，本稿の調
査と同時期に北海道保育園保健協議会が北海道の保育
所を対象に行った調査において，給食等での調理ミス
14.2％，配膳ミス24.9％が報告されており15），対策が
強化されても，その対応の難しさがうかがえる。

第２因子﹁除去食継続の影響への対応﹂の３項目は
実施状況の得点が低く，食物アレルギー対応に関して
研究対象者が職務と捉える割合も低いことにより，対
応が不十分であると推測される。﹁保育所保育指針﹂7）

では，食物アレルギー等の子どもに対し，一人ひとり
の心身の状態等に応じ，嘱託医，かかりつけ医等の指
示や協力の下に適切に対応を行うことを提言している
が，本稿の結果においては，﹁除去食継続の影響への
対応﹂を自身の職務として捉えていなかった。理由と
して，約半数の施設の研究対象者が栄養士ではないこ
と，また栄養士であっても﹁除去食継続の影響への対
応﹂を行う時間が少ないことが考えられる。栄養士の
主な業務は調理業務であり，１日の勤務時間の55％を
占めていた。残りの45％は献立作成，発注業務，食育，
食物アレルギー対応等であり，主な業務内容が給食管
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理に偏っているため，食物アレルギー対応について
も﹁事故予防対策﹂が優先されると推察される。しか
しながら同時に適正な栄養管理が行われた代替食の提
供，他児とは違う食事が提供されることで感じる心理
面の影響に対し，個人の状況に合わせた日常的な心理
面のサポートを行う16）ことも重要な業務である。さら
に，提供された食事の摂取栄養量が適切か，喫食状況，
発育・発達状況等を総合的に観察し，﹁保育所におけ
る食事の提供ガイドライン﹂8）が推奨している，身長，
体重を標準成長曲線上にプロットする等の身体状況評
価を実施すべきと考える。

保育所の食物アレルギー対応は，医師が作成した
生活管理指導表4）を基に行われる。この中には食物ア
レルギー症状がないのに，IgE 抗体等検査が陽性と
いうだけで除去食を施行されることもあり，この場
合，指導表は診断根拠ではなく除去根拠として作成
される4）。除去根拠の内容とレベルによっては，除去
する食物を整理できる可能性がある13）。このような場
合，例えば栄養士が﹁除去食継続の影響への対応﹂を
行うことで，早期に問題点がみつけられ，医療機関と
の連携により，不必要な除去食が減ると思われる。こ
れにより，実際に除去が必要な食物アレルギー児のみ
に丁寧な対応ができ，誤食等の事故の予防になると考
えられる。下位尺度の検討において，﹁事故防止対策﹂
と﹁除去食継続の影響への対応﹂の２因子間には正の
相関があることからも，﹁除去食継続の影響への対応﹂
は，﹁事故予防対策﹂の強化につながると推察される。

３．食物アレルギー児の保護者との関わり

食物アレルギー対応における定期面談と不定期面談
の実施状況の検討から，食物アレルギー児の保護者と
施設職員との定期的な面談を行うことは，保育所と保
護者間，職員間の連携と情報共有に資すると考えら
れた。﹁保育所におけるアレルギー対応ガイドライン

（2019年改訂版）﹂4）では，食生活の主体が家庭である
乳幼児の保護者との面談の必要性が明記されている。
その中では入所児の面談，生活管理指導表に基づく面
談，食物アレルギー対応における献立作成や除去食対
応のための面談などが重要とされている。面談の内容
により，対応する職種は違い，献立作成や除去食対応
のための面談を行うのは，専門職である栄養士が適任
である。食物アレルギー対応の実施状況（栄養相談の
有無）の検討では，面談に参加しない栄養士であって

も，栄養相談を行うことで，食物アレルギー対応に効
果が示された。このことは，栄養士が保護者と関わる
ことの必要性を示すものである。

現在保育所に栄養士の必置義務がないため，食物ア
レルギー調査であるにもかかわらず栄養士は回答職種
の約半数に留まった。しかし，﹁保育所におけるアレ
ルギー対応ガイドライン（2019年改訂版）﹂4）では，保
育所の各職員の役割として，栄養士は食物アレルギー
対応食の献立作成や保護者への栄養指導において，専
門性を活かして対応することと明記されている。複雑
化している食物アレルギー対応を行うために，専門職
である栄養士が全保育所に配置されることが強く望ま
れる。そのための具体的方策として，配置加算である
栄養管理加算を詳細化し，個別の栄養・健康情報提供
や，栄養指導を別途加算対象とすることで，保育所に
おける栄養士の役割が明確になると考える。

Ⅴ．結　　　語

食物アレルギー対応の今後の課題は，除去食継続に
よる身体発育や心理面への影響を評価し，対応するこ
とである。さらに，各保育所に栄養士が配置され，専
門性を活かした対応を行うことが強く望まれる。
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〔Summary〕
Objectives：We surveyed food allergy management at 

nursery schools and the role of nutritionists.

Methods：In this study，we questioned school 

lunch managers working at certified nursery schools 

in Hokkaido regarding the preparations for food 

allergies. We evaluated the implementation of food 

allergy management，the actual state of food allergy 

management，matters perceived as the managers’ 

duties，and aviailability of nutrition consultation by a 

nutritionist.

Results：Differences were observed in the proportion 

of children with food allergy，rate of children diagnosed 

having food allergy，and participation of a nutritionist to 

the meal preparation team. These items varied between 

facilities depending on their sizes and regions. Meals 

accommodating food allergy were provided at most 

facilities，but the methods of accommodation differed by 

facilities with or without a nutritionist. A factor analysis 

of the measures taken for food allergy in child nursery 

schools resulted in two factors：measures to prevent 

accidents and consideration for continued allergy︲free 

diet. The first factor，i.e.，measures to prevent accidents 

can be further broken down into coordination between 

parents，daycare teachers，and meal preparation staff 

in taking measures to prevent accidental ingestion；

measures taken under a common understanding between 

the staff；and measures tailored to each child with food 

allergy. The second factor，i.e.，consideration for a 

continued allergy︲free diet consisted of assessments of 

the physical conditions of children with food allergy，

psychological care for children with food allergy，and 

providing diet menus nutritionally equivalent to those 

of allergy︲free diet. For items under the “measures 

to prevent accidents” scores for implementation were 

high，and a large proportion of participants believed 
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that those were their occupational duties. However，

for items under “consideration for a continued allergy︲

free diet” scores for implementation were low，and 

only a small proportion of participants considered those 

as their occupational duties. Food allergy management 

and its implementation method appeared to be decided 

by whether nutritionists were consulted for managing 

allergy︲related matters.

Discussion：The lower implementation scores 

for “consideration for a continued allergy︲free diet” 

required improvement in accommodating food allergy. 

Furthermore，our evidence of involvemet of nutritionist  

suggests importance of nutritionist as an expert of food︲

allergy in child daycare center．

〔Key words〕

nursery schools，food allergy，nutritionist，

school lunch，factor analysis

Presented by Medical*Online


	0064
	0065
	0066
	0067
	0068
	0069
	0070
	0071
	0072
	0073
	0074



